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国立大学法人等に 対する労働基準関係法令の 適用について 

国立大学法人法 ( 平成 15 年法律第 112 号 ) が平成 15 年 10 月 1 日から施行され、 平成 16 年 

4 月 1 日に国立大学法人及び 大学共同利用機関法人 ( 以下「国立大学法人等」という。 ) が 

成立することとなるが、 国立大学法人等に 対する労働基準関係法令の 適用については 下 

記のとおりとなるので、 了知されたい。 

- 己 

1  国立大学法人法の 概要 

国立大学法人法は、 大学の教育研究に 対する国民の 要請にこたえるとともに、 我が 

国の高等教育及び 学術研究の水準の 向上と均衡あ る発展を図るため、 国立大学を設置 

して教育研究を 行 う 国立大学法人の 組織及び運営並びに 大学共同利用機関を 設置して 

大学の共同利用に 供する大学共同利用機関法人の 組織及び運営について 定めることを 

目的とするものであ る。 

なお、 国立大学法人法の 内容は別添のとおりであ るので、 参考とされたい。 

2  国立大学法人等に 対する労働基準関係法令の 適用 

国立大学法人等の 職員については、 労働基準法 ( 昭和 22 年法律第 49 号 ) 、 労働者災害 

補償保険法 ( 昭和 2W 年 法律第 50 号 ) 、 最低賃金法 ( 昭和 34 年法律第 137 号 ) 、 じん柿渋 ( 昭 

和 35 年法律第 30 号 ) 、 労働安全衛生法 ( 昭和 47 年法律第 57 号 ) 、 賃金の支払の 確保等に 

関する法律 ( 昭和 51 年法律第 34 号 ) 及び労働時間の 短縮に関する 臨時措置法 ( 平成 4 年 

法律第 90 号 ) を含め労働基準関係法令が 適用される。 
































